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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成１７年１０月２６日（水）午前１０時　開会

　　　　　　　　　　　　　　午前１１時　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長 山本善信  副委員長 森西　正  委　　員 南野直司

委　　員 三好義治  委　　員 野口　博  委　　員 三宅秀明

１．欠席委員

なし

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正 助　役　小野吉孝

市長公室長　寺田正一 市長公室次長兼人事課長　中岡健二 

総務部長　奥村良夫 財政課長　堤　守 

消防長　稲田晴彦 消防本部次長兼総務課長　浜崎健児

予防課長　水田謙二 

１．出席した議会事務局職員

事務局長　岸本文夫 同局書記　中井真穂

１．審査案件（審査順）

議案第６４号　平成１７年度摂津市一般会計補正予算所管分

議案第７３号　摂津市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例制定の件

議案第７４号　摂津市火災予防条例の一部を改正する条例制定の件

議案第７０号　特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件　
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（午前１０時　開会）

○山本善信委員長　皆さん、おはようご

ざいます。ただいまから総務常任委員会

を開会いたします。

　理事者からあいさつを受けます。

　市長。

○森山市長　おはようございます。本日

は、総務常任委員会、大変ご苦労さまで

ございます。各委員の皆様方にはお忙し

い中、ご出席をいただきまして厚くお礼

を申し上げます。

　本日は、過日の本会議で当委員会に付

託されました議案につきましてご審議を

いただくわけでございますが、どうぞ慎

重審議の上、ご可決賜りますようよろし

くお願い申し上げます。

　なお、私は一たん退席いたしますけれ

ども、在庁いたしておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。

　以上、開会のごあいさつとさせていた

だきます。ありがとうございました。

○山本善信委員長　あいさつが終わりま

した。

　本日の委員会記録署名委員は、森西委

員を指名いたします。

　審査の順序につきましては、お手元に

配付しています案のとおり行うことにご

異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　異議なしと認め、そ

のように決定いたします。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時１分　休憩）

（午前１０時２分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　議案第６４号所管分の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。質疑ある方どうぞ

挙手をお願いいたします。

　野口委員。

○野口委員　今回、中身としては、本委

員会では、歳入で繰越金、歳出では財政

調整基金積立金ということでありますが、

先日、決算の方について説明がありまし

たけど、いろいろ状況について聞かせて

いただいたわけですが、基金の問題につ

いて、額の確認だけこの際しておきたい

と思います。

　今年の当初予算の時点では、財政調整

基金、公共施設整備基金、減債基金、総

合福祉会館再整備基金、４つで残高が１

２億５，０００万円程度だったと思うん

ですけども。今回、財政調整基金に３，

４００万円、平成１６年度の決算の実質

収支の半分ということで今回積み立てし

ていますけども。この現補正時点でのそ

れぞれの４つの基金の残高について額を

お示しいただければと思います。

○山本善信委員長　堤課長。

○堤財政課長　それでは、基金の残高に

ついてお答えいたします。

　第３号補正時点での各主要基金の残高

でございますが、まず財政調整基金が３

億９，２７６万１，７９５円。減債基金

が１５億９，８８２万５，９２３円。公

共施設整備基金が１４億２，３８８万９，

２９１円、このうち貸付金が１４億２，

１００万円ございますので、実質的な残

高が２８８万９，２９１円。それから、

総合福祉会館再整備基金が１４億４，９

４７万３，８７４円、貸付金が１０億円

ございますので、実質現在高は４億４，

９４７万３，８７４円。合計で４８億６，

４９５万８８３円。うち、貸付金を差し

引きいたしますと、実質現在高は２４億

４，３９５万８８３円でございます。こ

れにつきましては、予算に計上しており

ます利子等の積み立てを含めた決算見込

み額ということでございます。

○山本善信委員長　ほかにありませんか。

－ 2 －



（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時６分　休憩）

（午前１０時７分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　議案第７３号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明を省略

し、質疑に入ります。質疑のある方は、

どうぞ挙手をお願いいたします。

　三宅委員。

○三宅委員　それでは、質疑をさせてい

ただきます。

　今回のこの議案につきましては、水防

法の改正に伴い、本条例が制定されたも

のとお伺いしておりますが、現在、この

水防法に係る水防団員という職務の方は、

本摂津市においてどれほど存在し、また

その活動実績があり、これが適用される

可能性があるのかのお見通しをお願いい

たします。

○山本善信委員長　暫時休憩いたします。

（午前１０時８分　休憩）

（午前１０時９分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　浜崎次長。

○浜崎消防本部次長　摂津市で何人おら

れるかという水防団員数でございますが、

現在３６５名でございます。それと、活

動状況につきましては、もちろん台風な

どありましたら出動されるわけですけれ

ども、現在のところ、その他では、防災

訓練等に参加していただいております。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時１０分　休憩）

（午前１０時１１分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　議案第７４号の審査を行います。

　補足説明を求めます。消防長。

○稲田消防長　それでは、議案第７４号

摂津市火災予防条例の一部を改正する条

例制定の件につきまして、提案内容をご

説明申し上げます。

　なお、議案参考資料、条例関係の１１

ページから２１ページにかけ、新旧対照

表を記載いたしておりますので、あわせ

てご参照願います。

　今回の改正は、近年の住宅火災におけ

る死者数が急増していることや、今後の

高齢化の進展を受けて、同死者数が増加

するおそれがあること等を踏まえ、死者

数の低減を図るために、平成１５年の消

防審議会答申において、従来、個人の自

助努力を中心に考えられてきた住宅防火

対策について、これを見直し、法制度化

の導入を図ることが必要とされたこと等

を受け、住宅の関係者に対し、住宅用防

災機器等の設置と、その維持を義務づけ

る等の消防法の一部改正に伴い、摂津市

火災予防条例の一部を改正するものであ

ります。

　それでは、改正の内容につきましてご

説明申し上げます。

　第４条は、ボイラーの蒸気管を被覆す

る遮熱材料について、石綿を遮熱材料の

例示から削ることとしたものであります。

　第２９条は、山林、原野等の場所で火

災が発生するおそれが大であると認めて、

市長が指定した区域内において、喫煙等

をしないこととしたものであります。

　第２９条の２は、住宅用防災機器に関

する事項で、住宅の関係者は第２９条の

３及び第２９条の４に定める基準に従っ

て、住宅用防災警報器、または住宅用防
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災報知設備を設置し、維持しなければな

らないとしたものであります。

　第２９条の３及び第２９条の４は、住

宅用防災警報器等の設置及び維持に関す

る事項で、設置すべき住宅の部分・位置

及び感知器の種別に関する基準の細目等

を規定したものであります。

　第２９条の５は、住宅用防災警報器等

の設置の免除に関する事項で、スプリン

クラー設備、または自動火災報知設備を

設置した場合は免除するものであります。

　第２９条の６は、住宅用防災警報器等

の設置及び維持の基準に係る特例を規定

したものであります。

　第２９条の７は、住宅における火災の

予防の推進に関する事項で、市及び市民

の責務を規定したものであります。

　附則といたしまして、この条例は平成

１８年６月１日から施行するものであり

ます。ただし、第４条及び第２９条の規

定は、公布の日から施行するものであり

ます。

　また、経過措置といたしまして、この

条例の施行に関し、現に存する住宅につ

きましては、当該住宅用防災警報器等の

設置について、平成２３年５月３１日ま

での間、これらの規定は適用しないこと

とするものであります。

　以上、摂津市火災予防条例の一部を改

正する条例制定の内容説明とさせていた

だきます。

○山本善信委員長　説明が終わり、質疑

に入ります。

　南野委員。

○南野委員　第２９条の２の（１）及び

（２）に書かれております住宅用防災警

報器、また住宅用防災報知設備に関しま

して、これはどのような設備でしょうか。

わかる範囲で結構なのでお教えいただけ

るでしょうか。

○山本善信委員長　水田予防課長。

○水田予防課長　ただいまの住宅用防災

警報器と住宅用防災報知設備とはどのよ

うなものかというご質問にお答えさせて

いただきます。

　住宅用防災警報器は、火災により発生

する煙を感知し、住宅内部におられる者

に対し、音または音声などの警報音、あ

るいはその他の方法により警報を発する

機器でありまして、感知器及び警報器が

１つの機器の内部に含有されているもの

が通例でございます。

　また、住宅用防災報知設備につきまし

ては、通常、感知器、中継器及び受信機

から構成される警報設備でありまして、

住宅において火災により生じる煙を自動

的に感知し、火災信号を直接、または中

継器を介して受信機に送信し、火災発生

場所の表示及び警報を行う設備でありま

す。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

　三宅委員。

○三宅委員　それでは、質疑させていた

だきます。

　これら条例、一連の改正の中におきま

して、第２９条の２に規定してあります

設置義務者についてでありますが、これ

を住宅の関係者、いわゆる所有者、管理

者、または占有者と規定されております

が、この優先順位についての規定がない

ように思われます。これらはすべてが同

時に存在することも考えられるため、設

置の指導に当たって、消防のお考えをお

伺いさせていただきます。

○山本善信委員長　水田予防課長。

○水田予防課長　条文内にございます関

係者ということについてのご質問と思い

ますのでお答えさせていただきます。

　今回の条例の例によりますと、委員が
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おっしゃられましたとおり、設置義務者

は関係者、すなわち占有者、管理者、所

有者というふうにうたっておりまして、

具体的にその関係者のだれが設置するの

かについては、うたわれておりません。

ただ、この条例の目的は、住宅火災にお

ける死者の低減を図る、つまり、自分の

命は自分で守るということでございます

ので、受益者負担等を考慮すると、入居

者である占有者が自己負担するのが妥当

ではないかと思っております。

　また、住宅用防災警報器の規格におき

ましては、容易に取り外すことができる

ということでございますので、占有者自

身が取りつけられた場合、その後、転居

されるようなことがございますときには、

その住宅の警報器を取り外し、移転先に

設置するということができるというふう

に考えておりますので、よろしくお願い

いたします。

○山本善信委員長　三宅委員。

○三宅委員　ご答弁ありがとうございま

す。この本条例の趣旨に沿った運用をご

要望いたしまして、質疑を終わらせてい

ただきます。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

　野口委員。

○野口委員　今回の改正につきましては、

説明がありましたように、火災による特

に高齢者の死亡を少なくしていくという

のが最大の目的だと思いますけれども。

実施時期について、新しく住宅を建てる

場合と、現在ある住宅との実施時期につ

いて、新しい建物については来年の６月

１日からと。既存の住宅については、平

成２３年ということで、６年後の６月１

日というふうに一応なっているんですけ

れども。

　そこでお尋ねしますが、新築の場合、

確認申請によって建物が建設されていく

わけですけれども、その流れといいます

か。どこでどう確認するのかということ

について、どうされるのか。１つお尋ね

しておきたいと思います。

　もう１つは、既存の住宅であります。

６年後でありますから、実際建物がある

からなかなかその関係で、時期をずらし

て、義務ですから罰則はついていません

けども、啓発を図りながら整備をされて

いくという趣旨だと思いますけども。早

い目に設置した方が、そういう火災発生

のときに対応できるわけですから。その

既存の住宅に対する早期に設置されるた

めの手だて、それをちょっと考えている

ことがあれば、ちょっと教えていただき

たいと。

　もう１点は、いただいたパンフレット

を見ますと、住宅火災による死亡者の中

で、約６割が６５歳以上ということで書

かれています。摂津の場合、この間の毎

年の火災の中で、６５歳以上の死亡者数

がわかればちょっとこの際教えていただ

きたいと。

○山本善信委員長　水田予防課長。

○水田予防課長　今回の条例改正におき

まして、建築確認をどのあたりでするの

かという、まずご質問にお答えさせてい

ただきます。

　今回の消防法の改正によりまして、関

係法令が整備され、建築基準法の改正も

なされております。具体的には、確認申

請時に建築主事、または指定確認検査機

関が確認する建築基準関係規定、これは

建築基準法施行令の第９条でございます

が、その中に住宅用防災機器の設置及び

維持が追加され、申請書類上にて確認で

きるようになっております。

　続きまして、改正条例の周知期間及び

周知方法ということのご質問だったと思
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いますが、今回の改正案につきましては、

新築住宅については平成１８年６月１日、

既存住宅についてはその５年後である平

成２３年６月１日としております。

　また、周知の方法につきましては、新

築住宅については、先ほど申しましたよ

うに、確認申請という手続の中に、消防

同意と確認の受理通知という制度がござ

いますので、行政庁などはここの確認を

行う前に、消防庁、または消防署長の同

意を得るか、通知の手続を踏まなければ

ならないとなっております。

　また、この行為に伴いまして、建築関

連の法令が改正になりましたので、先ほ

ど申しましたように、我々も周知してお

ります。

　問題は、既存住宅であろうかと思って

おりますが、そこで既存住宅の取りつけ

につきましては、特に高齢者などの災害

弱者を優先して、自治会及び民生委員、

関連機関と協力しながら、広報を進め、

取りつけていただくように指導、普及さ

せていきたいと考えておりますので、よ

ろしくお願いします。

○山本善信委員長　６５歳以上の関係の

火災事故発生に関する件数は。

　水田課長。

○水田予防課長　摂津市におきまして、

過去１０年間に焼死、すなわち火災にて

お亡くなりになられた方が１３名おられ

まして、その１３名のうち５名の方につ

いては屋外で死亡され、共同住宅等の住

宅において８名の方が亡くなっておられ

ます。その８名のうち、６５歳以上とい

うことになりますと、この１０年間で３

名の方が亡くなられております。

　ただし、今回の条例改正におきまして、

寝室という形で出ておりますので、寝室

でお亡くなりになっていると推測できる

方は３名となっております。その３名の

中には、６５歳未満の方が含まれており

ます。

○山本善信委員長　１３名中６５歳以上

の被害者が３名ということですか。

　水田課長。

○水田予防課長　そうです。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　要望にしておきますが、問

題はおっしゃっているように、既存住宅

でどう早く設置について普及していくか

ということだと思います。新築はお話が

あったように、建物を建てる建基法の改

正もありますから、当然完了時点ではチェッ

クありますから、自動的に設置されると

思いますけども。この既存住宅の普及に

対しては、自治会とか民生委員だとか、

そういう団体などの話がありましたけれ

ども。いろいろ大変ですけれども、新築

の場合で来年６月ですから。新築はこう

ですよと、同じ条件にするために、この

既存でも早目に設置お願いしたいという

ことについて、いろいろ検討もしながら、

ただ、広報だとか、自治会の回覧板だと

か、いろいろ手はあるかと思うんですけ

れども。もうちょっとこれが実際に普及

できるために内部でも検討していただい

て、６年後ではなくて、早目に設置でき

るようにという方向で、それが実現でき

るように、いろいろ工夫していただきた

いということもお願いしておきます。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

　森西委員。

○森西委員　先ほど、野口委員からも既

存の住宅に関しては、自治会長、民生委

員、その関係の方々からというご質問で

ご答弁いただいたんですが、そうします

と、今、申し上げた自治会長、民生委員、

その関係の方に対して、その方が高齢者

の方にまずご説明をされるのか。ただ、
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こういうふうな高齢者の方がおられます

よというような報告をいただいて、消防

の方からその方にご説明をされるのか。

もしくは、自治会長、民生委員、その関

係の方が説明をされるのであれば、まず

その方に対して、この法といいますか、

この制度をまず理解していただかなけれ

ばならないというような問題が発生して

くると思うんですけれども。その点はど

うお考えですか。

○山本善信委員長　水田予防課長。

○水田予防課長　我々としましては、こ

の条例が改正になりましたとともに、先

ほど申しましたように、自治会、あるい

は消防関係でいきましたら、消防団及び

婦人防火クラブ等々の関係機関と協力し

まして、また高齢者云々もございますの

で、関係課と協力いたしまして、設置に

向けて前向きに広報等、あるいはパンフ

レット等の配布、あるいは消防訓練等の

場を借りまして、積極的に取りつけにつ

いての広報を行っていきたいと思ってお

ります。

　また、高齢者につきましては、福祉の

関連法の中に日常生活者の福祉の関係で、

弱者に対する補助等の項目もございます

ので、その点も詰めながら、協力して設

置に向けて努力していきたいと思います。

○山本善信委員長　森西委員。

○森西委員　今、お答えで、説明を自治

会長、民生委員の方がその対象者の方に

説明をされるかどうかというようなお答

えがなかったんですけれども。その点は

お聞かせいただけますか。

○山本善信委員長　水田予防課長。

○水田予防課長　先ほど申しましたよう

に、自治会と、あるいは福祉の関係の方

と協議いたしまして、こちらが出向いて

いくということに、その関係機関が同意

してくださるならば、どしどし表に出て

行って、広報等を実施していきたいとは

思っております。

○山本善信委員長　森西委員。

○森西委員　ぜひとも広報等、また自治

会長、民生委員に説明をお願いするとい

うことであれば、その点はよくご理解を

いただいた上に説明をしてもらわないと

いけないという部分もありますので、そ

の点はぜひとも機会をつくっていただい

て進めていただきたいというふうに思っ

ております。

　そして、また高齢者の方が対象という

ことですので、これ受益者負担というよ

うな、その個人が費用を出されるという

ようなことになりますけれども。例えば

年金生活者の方で、なかなか、そういう

ふうな部分で費用が出せないというよう

なお方も出ておいでになられるでしょう

けれども。そういうふうな方に対しては、

どういうふうな対応策といいますか、ど

のようなお考えをお持ちでしょうか。

○山本善信委員長　消防長。

○稲田消防長　高齢者のひとり暮らしで

ありますとか、障害児者等の弱者に対す

る取り扱いについてというご質問であろ

うかというふうに思いますが。高齢者の

ひとり暮らし、また障害者に係ります費

用の負担軽減につきましては、身体障害

者福祉法、あるいはまた老人福祉法等に

よります日常生活用具給付等要綱に基づ

きます給付の適用につきまして、担当福

祉部局とも今後十分に協議をいたしてま

いりたいというふうに考えております。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時３４分　休憩）
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（午前１０時３５分　再開）

○山本善信委員長　再開します。

　議案第７０号の審査を行います。

　本件につきましては、補足説明は省略

し質疑に入ります。質疑のある方は挙手

をお願いします。ありませんか。

　野口委員。

○野口委員　これについてはご説明が一

応ありましたけども、下水道料金の未徴

収問題の中で、一連の処分の１つとして

議案として提案する必要があるというこ

とで、市長について３０％減給という条

例改正案に至ったということであります

が。２つほどお尋ねしたいんですが、１

つは処分の根拠の問題です。当然、いろ

いろ過去から市政をめぐる不祥事と言わ

れる問題が、タケノコ事件だとか、いろ

んなことが過去ありました。その中でも

懲戒免職で辞職なさった方もあるわけで

すけども。

　今回、この下水道料金の未徴収問題と

いうことで、それに対する処分が妥当か

どうかというのはなかなか評価は難しい

わけで、それに対する妥当かどうかとい

うのはなかなか僕らも言えない部分があ

りますが、今回の処分について、１０人

の職員に対して処分がなされたと。市長

は３０％、助役と水道事業管理者はそれ

ぞれ１５％減給ということで、あとの７

人については文書による訓告や戒告処分

だという内容であります。

　そういう一連の処分に対する根拠、な

かなか答弁難しいかもわかりませんけれ

ども、そういう処分にした根拠について、

一度お聞かせいただきたいというのが第

１点です。

　もう１つは、こういう問題に関連して、

やっぱり大きな重要な問題は再発防止だ

と思うんです。これから、建設の方でも

論議が行われてくるかと思うんですけれ

ども。この議案に対する賛否を含めてど

ういう評価をするかという関連の問題と

して、再発防止について、ちゃんとどう

されるのかということを確認しなければ、

きちっとした賛否についての評価ができ

ないと思いますので、そういう点で再発

防止についてどうお考えなのか。一度お

聞かせをいただきたいと。

　この前の正副議長、それと建設の委員

長に説明があり、会派でもその中身の報

告をいただいたんです。その大体理解は

しているわけですけれども。他市でもい

ろいろ同じことが表面に出る、出ないは

別にしてあろうかと思いますけども。し

かし市民から見れば、いろんなご意見が

この間、出ています。民と公の関係で厳

しいご意見があるわけですから。どこで

もあるからということではなくて、二度

とこういうことが起こらないというため

にどうするかという受けとめが大事だと

思うんです。

　そういうことからして、わかる範囲で

再発防止についてどうお考えなのかとい

うことも関連してちょっとお尋ねしてみ

たいと思います。

○山本善信委員長　寺田公室長。

○寺田市長公室長　一応処分をした担当

部としてお答えをいたします。

　今回の処分に当たりましては、人事課

での事情聴取、あるいは私を含めて、当

時の担当職員について、この事務的なミ

スがどのようにして起こったかという原

因を含めて、すべての職員に面談をして

聞き取りを行いました。

　その当時の状況といたしましては、当

時、ご承知のとおり下水道普及率７０％

を目指して、与えられた人員体制の中で

極めて短い期間の中で、下水道を普及さ

せてきたという状況がございます。今回

の未徴収につきましては、公共下水道利
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用世帯二万数千件現在ございますが、そ

のうちの１７４件ということで、パーセ

ントにいたしまして１％にも満たないと

いう数値でございますが、使用料のよう

に極めて公平な負担を求めるものについ

て、このような単に数値が１％に満たな

いということで、決してこれが許容誤差

とか許容範囲であるという問題ではござ

いません。１００％完璧でなければなら

ないというふうに我々は認識をいたしま

して、そのような観点から、それぞれそ

の原因について究明をいたしました。

　過日の本会議で市長が答弁しましたよ

うに、公共下水道事業は基本的に使用料

で賄うものであるという自覚があれば、

このようなミスも防げたのではないかと

いうふうに思っております。

　ミスにつきまして、５つ原因を分けら

れるというふうに我々は考えております。

　１点目は、この入力漏れによるミスと

いうことで、既にこれについては書類が

整っておるのですが、それぞれ担当で電

算に使用料の入力をするときのミスとい

うことがございます。これらについて、

やはり原因は書類の保管状況、これにつ

いてはそれぞれ最終的に下水道業務課が

書類をもって、それで入力をするんです

が、その書類が工事関係者、下水道業務

課の内部のだれでもがその書類を持ち出

せる状況であったと。その書類がきちっ

ともとの場所に返されたかどうかという

ようなことがあり、そのときに入力のミ

スが生じたんではないかというようなこ

とが１点あります。

　それと、次に申請書類の錯誤、これは

公共下水道事業が供用開始されて、それ

に伴って排水設備工事の申請をされると

き、あるいは完了届、あるいは使用開始

届のときの書類の誤りというのもござい

ます。この誤りはどういう誤りかといい

ますと、水道の水栓、水道メーターです

ね、これの番号を誤って記載をされ、そ

のままの番号を使用料の入力担当は電算

に入力してしまったということの誤り。

　３点目は、１世帯に水道のメーターは

１つというのは、大体そうなんですが、

家庭によってはこの水道のメーターを２

つ以上お持ちのところもございます。そ

の水道を使って公共下水道をつながれま

すと、水道のメーター、水栓が２つ以上

になる。そのときの水道のメーターの番

号、これも申請書なりに書かれた番号が

２つある。もう１つの方の水栓であるの

に、従来の番号の水栓を書かれた。その

まま入力されてしまったというような誤

り。これが３つ目の誤りでございます。

　４つ目の誤りは、工事の完了届、ある

いは使用開始届の未提出でございます。

これも非常に多い件数でございます。こ

れは、排水設備の工事の申請をされて、

それで工事業者の方が工事をされて、そ

れが終われば工事の完了届を出していた

だいて、下水道の担当者が現場に赴きま

して、検査をして検査証を張って、そし

て使用開始届を出していただいて、そし

て使用料の入力をするということに事務

の流れはなっておるんですが、この工事

の完了届、あるいは使用開始届が未提出

で放置されていたということで、入力を

されず、しかし実態上は既に完了し、公

共下水道を使用されていたということで

あります。これは下水道の条例で、当然、

完了届、あるいは使用開始届を出すよう

に条例では規定をされておりまして、怠っ

た場合は過料の措置等も書かれておるわ

けでございますが、そういう届けはなさ

れなかったということがございます。

　もう１点は、市の公共施設の公共下水

道の使用料でございます。これについて

は、それぞれ担当の方で公共施設を持っ
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ておりまして、その施設で下水道を使用

開始したときに、これは公共下水道の担

当の方へ連絡をしなきゃならないんです

が、それらについて連絡がされなかった

という、この５つの原因で今回の事務ミ

スが起こったと。

　それぞれのミスについて、やはり単に

ミスが起こったということではなしに、

解決方法とか、あるいはいろんな処置等

が考えられるんですが、それらについて

全体的に申し上げますと、このミスの原

因を未然に防止する方法もあったのでは

ないか。ただ、人員体制もあり、複数の

者による二重三重のチェックが非常に難

しいときで、日々の業務に追われていた

ということが担当の方の聴取でわかりま

したけれども。さすれば、与えられた人

員体制の中でミスを少なくするには、そ

の時々の事務改善、ミスが行われないよ

うに改善を行うべきところなんですが、

聞きますと前任者のやっていた方法、そ

のまま踏襲をしてやっていたということ

で、なかなか部・課全体で事務改善のこ

とについて、話はされておったんですが

十分ではなかった。そのようなことから、

我々今回の処分にした理由でございます

けれども、この下水道業務課全体の事務

の流れ、あるいはミス防止の事務改善等

が不十分であったということで、ですか

ら職員個々がこういうミスをしたから、

この額が出たとかいうような問題ではご

ざいません。全体的にやはり下水道全体

の事務の流れ、あるいはミス防止策が不

十分であったということから、処分を行

いました。

　そして、特別職につきましては、過日

の本会議でもご答弁申し上げましたとお

り、行政組織の責任者としてみずから処

分を科したということでございます。

　次に、再発防止でございますが、これ

につきましては、既に原因がわかってお

りますので、それらの原因に基づきまし

て、再びこのようなことが起こらないよ

うに事務の流れ、あるいは書類の整備等

を考え、あるいは常に横の連絡を密にす

るということを重ねることが事務の改善

につながるというふうに考えております。

○山本善信委員長　今のご答弁の中で、

処分の妥当性ということについての、ちょっ

と見解が不十分だったと思いますので。

　中岡公室次長。

○中岡市長公室次長　処分の根拠なり妥

当性についてご答弁させていただきます。

　まず、根拠につきましては、一般職員

７名のうち２名については訓告処分とい

うことで、これは地公法上の処分ではな

いということで厳重注意を文書でしたと

いうことで、それはそういう部分につい

ての法的根拠はございません。それから、

残りの５名、戒告という処分をした部分

でございますけれども。この部分につき

ましては、地方公務員法第２９条で懲戒

という条文がございます。それにつきま

しては、全体の奉仕者たるにふさわしく

ない非行のあった場合、あるいは職務上

の義務に違反し、または職務を怠った場

合等の理由によりまして、こういう理由

に該当する場合には、懲戒処分として戒

告、減給、停職または免職の処分を科す

ることができるというふうにうたわれて

おります。

　それでは、その量定をどういうふうに

して決めるかということなんでございま

すけれども、この部分につきましては、

国の方から懲戒処分の指針というのが出

ておりまして、その中でいろいろうたわ

れているんですけれども、具体的な量定

の決定に当たってはということで、違非

行為の動機、対応及び結果はどのような

ものであったか。あるいは故意、または
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過失の度合いはどの程度のものであった

か。過去に違非行為を行っているかどう

かとか。５点ほどあるんですけれども、

こういうふうな中身について審査した上

で、量定を決定しなさいということになっ

ております。

　それとあとは、この指針に沿った部分

と、それからその職員自体、今までの勤

務態度とかいろいろ関係してまいるんで

すけれども、それらのことすべてを含め

た中で、今回の処分を決定したというこ

とでございます。

　それから、特別職につきましては、今

回みずから処分を科したわけでございま

すけれども、例えば特別職本人に違法行

為があったとか、そういうふうなことが

あった場合には、地方自治法の施行規定

の第３９条で準用する第３４条の規定に

よって懲戒処分を行うことができるとい

うことになっておりますので、今回につ

きましては、特別職本人に違法行為があっ

たということではないということで、市

長はじめ、みずから処分を科したという

ことでございます。

○山本善信委員長　野口委員。

○野口委員　その処分の結論を出すに至っ

た経過は、ご説明でわかるんですけども、

最初に申し上げたように、その処分の内

容が妥当かどうかというのは僕らもなか

なか判断が実際つきません。しかし、る

る答弁の中で、二度とこういうことは起

こさないという決意も見せられています

ので、その点を受けとめておきたいと思

うのです。

　それで、何人か、これが新聞に報道さ

れたときに、ご意見が話が来ているわけ

です。昨今、いろいろ税金も高いと。そ

ういう中で私どもは税金を払って仕事を

職員にしてもらっていると。本来ちゃん

としておれば、来る税金が来ないという

ことになるんだから、頭に来ますと。率

直にそういうご意見が２、３人来ました。

いろいろ生活も大変な中で頑張っている

方ばかりでありますけども。そういう受

けとめ方が市民の多くの受けとめだとい

うことを受けとめていただいて、今後な

いように努力していただきたいと。

　ただ、完全になくならないということ

はありますけども。公室長、答弁された

ように、いくつかのケースがありました。

それでこの公共施設の分がなかなか僕も

理解できないんです。仕事がたくさんあっ

て、書類がどこかに行って、システム上、

その部分の仕事の書類はここにあります

よと。どこかに移動したらまた元に戻し

ますよという事務の改善問題なんかもあ

ろうかと思いますけども。公共施設の分

で、公民館や学校プールなど、平成１２

年、平成１１年、それから平成８年、合

計で未徴収額で４件、約７７６万円と書

いていますけども。この辺がほかの書類

と同じ扱いで、煩雑であって、その書類

がなくなったとか、どこに行ったとか、

そういう理由でこうなったのか。別の理

由なのか。ちょっと理解できませんので。

もし説明できれば説明してほしいと思い

ます。

　それと、平成１６年度の分でこの届け

出がされていない分と複数以上の開栓の

ところだけ未徴収がありますけども。こ

の下水道料金の未徴収分について、平成

１５年度までは入力漏れはあったけども、

昨年度ないわけですね。だから一定、昨

年度から単純なミスはなくすという、こ

ういう取り組みはあったかと思うんです

けども。昨年度のそういう状況などもちょっ

とこの際、どういう状況で行われていた

のかと。ちょっと委員会別ですけど、わ

かる範囲で結構ですから。ちょっと教え

ていただきたいと。
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○山本善信委員長　寺田市長公室長。

○寺田市長公室長　公共施設の徴収賦課

漏れの件でございますが、これもいろい

ろケースがございまして、例えばこれは

主管課と下水道との見解の相違みたいな

ところもございまして、特に一例を申し

ますと、学校のプールの水を流す場合、

これは公共下水道に流して処理する問題

かどうか。そのまま水路へ流せる水では

ないかとか、そのような個々にいろいろ

問題がそれぞれ見解等があるんですが、

基本的にはこの公共施設を持っている担

当課と下水道課との間の調整とか、ある

いは連絡とか、あるいは相談とか、そう

いうようなことの基本的な事務の流れが

確立されていなかった。こういうマニュ

アルというんですか、連絡はして協議は

しているんですが、こういう場合はこう

であるとかというようなことの事務の流

れがきちっと確立されておらないので、

それぞれ担当が変われば変わったときの

話し合いということで、その公共施設の

使用開始に伴う賦課漏れが生じたんでは

ないかというふうに思っております。

　それと、平成１５年までのミスという

ことであるんですが、平成１６年も実は

これは単純な入力ミスじゃなしに、完了

届、使用開始届がまだ出されていないと

いうケースもございました。この件数は

我々定かな件数はわかりませんが、そう

いうケースもあるということで、これは

既に全体の中で、１７４件の中で含まれ

ている件数でございます。

○山本善信委員長　野口委員、ちょっと

議案の直接質疑の内容から外れている傾

向がありますので、その点を注意して再

質問してください。

　野口委員。

○野口委員　今、公室長が公共施設のプー

ルの関係、ちょっとそういう担当課等の

関係の話がありましたけども。市民から

見れば、依然、生垣条例で、生垣をつく

りなさいということで補助もしますと、

緑も植えますと。そこには季節に応じて、

朝、水をまきますわね。水をまいたら水

量が多くなりますから、それで下水量が

ふえるということで、少なくともケース・

バイ・ケースで妥当な下水道料金に改善

すべきだという市民の方々のご意見もあ

るわけです。どちらも汚水管なり、合流

管であれば雨水管、一緒に流れていくわ

けですから。だから、そういう初歩的な

ところで別にもめるということはおかし

いわけで、だからそういう点をきちっと

おっしゃったようにマニュアルをつくら

れて、対処していくと。市民が見ても、

初歩的な問題についてはきちっと精査す

るということをしていただきたいという

ことで終わります。

○山本善信委員長　ほかにございません

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩いたします。

（午前１０時５８分　休憩）

（午前１０時５９分　再開）

○山本善信委員長　再開いたします。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○山本善信委員長　討論なしと認め、採

決いたします。

　議案第６４号所管分について、可決す

ることに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第７０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。
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（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第７３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　議案第７４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○山本善信委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

いたしました。

　以上で、本委員会を閉会いたします。

（午前１１時　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　総務常任委員長   　 山　本　善　信

　総務常任委員　　森　西　　　正
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